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１ 事務又は事業の目的、計画及び実績（成果）

(1)「教育委員会の会議等の運営」、「叙勲・表彰」、「公益法人・公益信託の監督指導」、

「予算・決算の管理」

委員会諸費、教育委員会運営費、公益法人指導事務費、社会保障・税番号制度推進事業費

事業費 28,527,436 円 ○県
（内 委託料 10,712,350 円）

本県教育行政の円滑な運営を図るために教育委員会を開催し、また、本県が行う教育施策の推

進に不可欠な市町教育委員会との連携を進めた。また、公益法人の指導等を行った。

ア 教育委員会の開催等

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき教育委員会定例会を原則毎月２回、

計24回開催した。 議案審議 58件 報告 53件 計 111件

また、総合教育会議において知事と十分な意思疎通を図るとともに、移動教育委員会や教育

現場視察等を行い、教育課題について理解を深め関係者と直接意見交換することで、教育行政

の推進に努めた。

イ 教育委員会表彰

(ｱ) 教育委員会表彰規程に基づく表彰

・永年勤続表彰 令和８年３月末 退職所属にて

・優秀教職員表彰 令和８年３月下旬 在籍所属にて

・教育委員会表彰 令和７年11月19日（水） 県庁西館４階第１会議室にて

(ｲ) 被表彰者数

令和７年度は、365人と17団体の表彰を行った。

・教育、学術、技法、その他の文化の振興に貢献し、その功績が顕著なもの ０団体

・学芸、素行等が優秀で、他の模範とする生徒及び児童 28人、16団体

・永年勤続した優秀な教職員 279人

・学校教育に関し顕著な実績を挙げている優秀な教職員 58人、１組織

ウ 公益法人・公益信託の監督指導

(ｱ) 公益法人の監督指導

ａ 一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人及び公益財団法人に係る申請に関する指導

及び連絡調整

・公益目的事業の変更認定申請 ３件

・公益目的支出計画の変更認可申請 ０件

・一般社団法人及び一般財団法人の公益認定申請 ２件

ｂ 一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人及び公益財団法人の運営について相談対応、

指導、公益認定審議会事務局と連絡調整等を行った。

(ｲ) 公益信託の監督指導

ａ 令和７年度許認可等件数

・新規設立の許可 ０件

・特定公益信託の認定 １件

・信託財産の取崩しの承認 １件

・信託行為の一部変更の許可 ０件
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・信託の清算結了 ０件

・公益信託の名称の変更 ０件

ｂ 指導監督

・事業計画書及び収支予算書、事業状況報告書（財産状況報告書）、役員等変更の点検

エ 社会保障税番号制度推進事業

社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の円滑な運用を図るため、必要なシステムの整

備、維持、管理を行った。

(2) 「事務局の組織・定数・人事の適正管理」、「職員研修」

事務局職員人事事務費

事業費 65,000 円 ○県
教育委員会事務局及び所属内の円滑かつ効率的な業務執行を図るため、人事管理、指導等を行

った。

ア 教職員人事評価制度の対応

(ｱ) 教職員人事評価制度の実施

地方公務員法に求められる人事評価制度を実施し、評価結果を給与等に反映している。

ａ 教職員人事評価制度説明会

校長、副校長、教頭、事務長、船長を対象に制度の内容、方法の理解を図ることを目的

とした説明会を行い、人事評価制度の周知を図った。

ｂ 評価結果の意見の申出への対応

令和７年度は意見の申出は前期、後期ともになかった。

(ｲ) 評価結果の活用に関する検討会の開催

一般教職員の評価結果の活用に向け、本庁内の人事評価制度の担当者による検討会を行っ

た。（５回）

(3) 「給与及び旅費制度の管理」、「教職員の昇給管理」、「初任給決定」、「退職手当決定」

給与事務及び指導経費

事業費 216,000 円 ○県
教育委員会事務局及び所属における給与支給に係る業務の適正化及び効率化を図るため、給与

及び旅費制度の管理、指導等を行った。

ア 職員給与の管理

(ｱ) 給与の管理

ａ 昇任、昇格者及び新規採用者の給料決定並びに昇給の発令を行った。

ｂ 退職手当の額の決定及び支払いを行った。

ｃ 毎月の給与データの電算業務を行った。

(ｲ) 給与事務の指導等

ａ 新任事務職員を対象とした研修を通して、給与制度等について指導した。

b 退職手当支給事務の適正化及び効率化を図るため、所属の担当者に対するオンデマンド

による説明会を実施した。
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ｃ 給与制度の概要、認定事務の手引き、旅行命令概説、会計年度任用職員制度概説等の手

引書により所属の担当者に対し制度周知を行い、事務の適正化を図った。

ｄ 教育事務所との給与事務担当者会を実施し、給与及び旅費制度の共通認識を図るととも

に、諸課題についての協議を行った。

(4) 「教育委員会に関する法令等の解釈・審査等」、「教職員の勤務条件及び服務制度の管理」

訴訟及び法規指導経費

事業費 1,222,392 円 ○県
教育行政を法令に照らして適正に行うため、条例・規則等の審査を64件行った。また、教職員

の服務管理が適正に行われるよう各種研修会等を実施した。

ア 法令審査等

(ｱ) 法令の審査、指導

教育委員会に関する条例・規則等を改正等する際に、審査等を行うとともに、改正等が適

正かつ円滑に行われるよう、関係職員を対象とした研修会を実施した。

(ｲ) 教職員の勤務条件及び服務制度の管理

教職員及び新任の市町教育委員会の委員に対し、教職員の服務管理等の教育委員会に関す

る法令について、各種研修会等において周知徹底を図った。

(5) 「監察への対応」、「教育委員会の業務にかかる訴訟事件の進行管理」

コンプライアンス委員会、訴訟及び法規指導経費、法令審査等事業費

事業費 3,597,422 円 ○県
教職員の法令遵守の徹底を図るため、不祥事根絶に向けた各種の取組を行うとともに、静岡県

教職員コンプライアンス委員会を開催し、取組への評価や立案のほか、内部通報制度及び外部通

報制度を推進した。また、教育委員会の業務に係る訴訟事件の進行管理を行った。

ア ○重 不祥事根絶への取組

(ｱ) 不祥事根絶に向けた取組

ａ 各学校における不祥事根絶に向けた校内研修の計画立案と実施

令和７年３月14日付け通知で、各学校において令和７年度における不祥事根絶に向けた

校内研修の計画の立案及び計画に基づいた研修の実施を依頼した。また、各学校から報告

された令和６年度の成果や課題を令和７年５月に各学校へフィードバックした。

ｂ 学校相談員研修の実施

学校で相談を受ける学校相談員のスキル向上及び相談体制の強化を図るため、各学校の

学校相談員のうち初めて相談員になった者や受講を希望する者を対象に研修を実施した。

(a) 対 象 県立学校、小中学校

(b) 実 施 日 令和７年４月１日～令和８年３月31日

(c) 方 法 研修管理システムでの研修動画の視聴（ｅ₋ラーニング）

ｃ 不祥事根絶データベースの活用

平成26年度に開設した、不祥事根絶データベースにおいて、各校の取組等を閲覧可能と

し、情報提供を行うことができるページを設け、学校間の情報共有を図り、各学校で工夫

ある取組の実施に努めた。
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ｄ 相談体制の拡充

相談できずに一人で悩んでいる児童生徒の悩みを解消するために、各学校において相談

窓口の多様化等により、相談しやすい環境を整備するとともに、情報収集機会の増加を図

り不祥事の早期発見に努めた。

ｅ 臨床心理士の活用

平成26年度から、わいせつ事犯等を起こした当該者への臨床心理士による面談を行い、

事犯発生における心理的動機や性格傾向、行為を誘発する直接的原因や環境要因、教職員

の職業性や特質性等の把握に努めている。

また、令和７年９月に臨床心理士を活用した不祥事対策検討会を開催し、過去５年間の

臨床心理士面談の分析結果を踏まえて、具体的な不祥事防止策について臨床心理士から提

言を受けた。

(ｲ) 静岡県教職員コンプライアンス委員会の開催

外部有識者からなる「静岡県教職員コンプライアンス委員会」を開催し、不祥事根絶に向

けた施策の立案や評価を行った。

ａ 開催日 令和８年２月２日（月）

ｂ 内 容 令和７年度コンプライアンス推進取組の評価と課題・分析

令和８年度不祥事根絶に向けた重点・強化取組

(ｳ) 通報制度

ａ 内部通報制度「静岡県教職員不祥事根絶窓口」

「静岡県教職員不祥事根絶窓口」により、教職員からの通報を受け付け、教職員による

不正行為等の未然防止及び早期発見を図った。

令和７年度通報件数 31件

ｂ 外部通報制度「教職員倫理110番」

「教職員倫理110番」により、県民等からの通報を受け付け、教職員による不正行為等の

未然防止及び早期発見を図った。

令和７年度通報件数 134件

c 児童生徒専用「みんなのヘルプ相談窓口」

「みんなのヘルプ相談窓口」により、児童生徒からの通報を受け付け、教職員による不

正行為等の未然防止及び早期発見を図った。

令和７年度通報件数 29件

(ｴ) 内部監察

適正な事務執行及び教職員の厳正な服務規律を確保するため、内部監察実施要綱に基づい

て内部監察を実施した。（県立学校10校）

(ｵ) 第三者調査委員会の開催

外部有識者で構成する静岡県公立学校第三者調査委員会を２回開催した。

ａ 開催日 令和７年５月30日（金）、令和７年12月５日（金）

ｂ 内 容 通報窓口で受けた通報・相談の全件数と内容の確認

通報・相談に対する県教育委員会の対応状況の確認
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２ 評価、課題及び改善

(1) 評価

(2) 課題

(3) 改善

「監察への対応」

「教育委員会の業務に

かかる訴訟事件の

進行管理」

・令和７年度中の懲戒処分は、令和６年度と同数（R6:18 件→R7:18 件）。

・児童生徒性暴力等を含む免職事案が４件増加した（R6:２件→R7:６件）。

・交通事犯は４件減少した（R6:８件→R7:４件）。

・令和７年度は、教職員が６人逮捕された（R6:４人→R7:６人）。

「監察への対応」

「教育委員会の業務に

かかる訴訟事件の

進行管理」

令和７年度は、児童生徒性暴力等防止のための研修動画の視聴や事案

が発生した際のコンプライアンス通信の発出等、児童生徒に対する性暴

力等防止の対策に加え、体罰、不適切な言動（暴言等）の防止や交通事

犯の削減にも重点的に取り組んできた。加えて、令和６年度に作成した

教職員による児童生徒性暴力等が発生した場合の初動対応マニュアルの

周知を行った。

しかしながら、児童生徒等への性暴力等は３件発生し、児童生徒性暴

力等事案に係る対応に対して管理監督責任を問う事案も発生した。交通

事犯は、令和６年度より４件減少したものの、令和７年度は、無免許運

転や飲酒運転等の悪質性の高い処分事案が含まれている。

「監察への対応」

「教育委員会の業務に

かかる訴訟事件の

進行管理」

教職員一人一人が、「教育に携わる全ての者は、児童生徒の安全を守

り、人格の形成に大きな影響を与えるという極めて重要な職責にある」

ことを心に刻み、教職員として自覚を深め、不祥事を起こさせない組織

を目指す。

１ 児童生徒が被害者となる不祥事事案の根絶
(1) 「児童生徒性暴力等の根絶」に向けた対策の実施
ア 教職員への啓発・研修
(ｱ) 「初動対応マニュアル」実践研修の実施【新規】
(ｲ) 年次別研修での悉皆研修実施【強化】
(ｳ) 「包括的性教育」実践の研究【新規】
(ｴ) 任期付職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員への研修【新規】
イ 児童生徒、保護者に対する啓発
セクハラアンケート（継続）

ウ 教職員、児童生徒、保護者の共通理解
(ｱ) 「生徒指導に係る共通ルール」改正の周知徹底【強化】
(ｲ) 「児童生徒撮影のルール」制定の周知徹底【新規】
エ 未来の教職員への啓発
教職を目指す学生へのコンプライアンス講話【強化】

(2) 指導における体罰・不適切な言動等の防止
ア 「教職員のためのハラスメント対応ブック」の活用（継続）
イ 「体罰・不適切な言動根絶のためのガイドライン等」の活用（継続）
ウ 「体罰・不適切な言動についてのセルフチェックシート」の活用【強化】
エ 体罰アンケート（継続）

２ 交通事犯・事故の削減
(1) 研修動画を活用した啓発（継続）
(2) 事故削減研修の活用（継続）
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事業の根拠法令調

事 業 名 根 拠 法 令

１ 教育委員会の開催

２ 教育委員会表彰

３ 公益法人に関する業務

４ 公益信託の監督指導

５ 社会保障税番号制度推進事業

６ 教職員給与の管理

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第14条）

静岡県教育委員会表彰規程

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

（第３条）

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社

団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に

伴う関係法律の整備等に関する法律（第47条）

地方自治法（第180条の２）

公益信託に関する法律

静岡県教育委員会の所管に属する公益信託の引受け許可

に関する規則

行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律

特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行

政機関等・地方公共団体等編）

静岡県教育委員会特定個人情報等安全管理規程

特定個人情報等取扱規程（法定調書作成等事務）

地方自治法（第180条の８、204条）

地方公務員法（第23条、24条、57条）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（第42条）

教育公務員特例法（第13条）

静岡県教育委員会組織規則

静岡県教育委員会事務決裁規程
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職員の年齢調

（令和８年４月１日現在）

年 齢 人 員 摘 要

２０歳未満 ０人

２０歳以上３０歳未満 ０人

３０歳以上４０歳未満 11人

４０歳以上５０歳未満 12人

５０歳以上５６歳未満 ４人

５６歳以上６１歳未満 ３人

６１歳以上 １人

計 31人 平均年齢 44．5歳
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健康管理

１ 前年度受診状況

２ 本年度在籍者の健康管理区分結果

区 分 内 容
(1) 未受診の理由

受 診 状 況
受診者数 31人

職 員 数 31人

受 診 率 100％

県平均受診率 100％

健 康 管 理 区 分 人 数
(1) 管理区分Ａ～Ｃ２該当者

に対する措置状況

(2) 未区分の理由

ア 産休・育休 人

イ 新 規 採 用 人

ウ 自己都合による未受診 人

エ そ の 他

（ ） 人

Ａ 休養のため必要な期間、勤務を休止させる。０（０）人

Ｂ１ 勤務時間を短縮し、時間外、休日、

宿日直勤務及び長期又は遠方への出

張をさける。また、必要に応じ勤務

場所、勤務内容の変更を行う。

要 治 療 ０（０）人

Ｂ２ 要経過観察 ０（０）人

Ｃ１ 勤務をほぼ平常に行ってよいが症状

によっては、時間外、休日、宿日直

勤務及び長期又は遠方への出張等勤

務に制限を加える必要がある。

要 治 療 ０（０）人

Ｃ２ 要経過観察 ０（０）人

Ｄ１

平常の勤務でよい。

要 治 療 ５（５）人

Ｄ２ 要経過観察 ６（６）人

Ｄ３ 医 療 不 要 20（20）人

区 分 者 計 31（31）人

未区分者数 ０（０）人

合 計 31（31）人
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職 員 配 置 調

（令和８年４月１日現在）

区 分
調整・委員会

担当
総務班 人事班 給与班

勤務条件・

監察班
計

所 在 地

担当区域

配

置

職

員

職員(事務) ３ 10（２） ５ ６ ４ 28（２）

職員(教育) １ ２ ３

暫定再任用職員

（事）

暫定再任用職員

（技）

定年前再任用短

時間勤務職員

（事）

定年前再任用短

時間勤務職員

（技）

計 ３ 10（２） ６ ６ ６ 31（２）

会計年度任用

職員
３ １ １ ５

臨時的任用職

員

計 ３ １ １ ５

合計 ３ 13（２） ６ ７ ７ 36（２）
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現 金 出 納 調
（令和7年度）

（令和8年3月31日現在）

受　　入　　額

越　高 受　高 計

円 円 円 円 円 円 円
51,560 51,560

枚 枚
49 48

預 金 調
（令和8年3月31日現在）

金融機関名 預金種類 口座番号 口　座　名　義　人 残 高（円） 摘　　要

静岡銀行
県庁支店

無利息型
普通預金

0037146
教育委員会教育総務課
資金前渡者
教育総務課長　

20,000 給与、交際費

静岡銀行
県庁支店

無利息型
普通預金

0194515
（自振口）教育委員会教育総務課
資金前渡者
教育総務課長　

0 公共料金支払用

残　　高　　合　　計 20,000

郵 券 等 受 払 調
（令和8年3月31日現在）

（単位：枚、円）

令和6年度 令和7年度

繰  越 受  入 払  出 繰  越 受  入 払  出 差引現在高

枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額

0

0

0

74

計 12 4,440 40 16,000 42 16,140 10 0 90 38,700 74 31,820 26 6,880

30 30

計 0 30 30 0 30 30 0

区　分 払出額 残　高
出納員領収書
発行総額及び

枚数

現金払込調書
兼領収書総額

及び枚数

雑入
0 51,560 51,560 51,560 0

区  分 種  類 摘  要

63円券 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

84円券 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

レター
パック

（370円）
12 4,440 20 7,400 32 11,840 0 0 0 0 0 0 0

教　育
委　員
返送用

レター
パック

（430円）
0 0 20 8,600 10 4,300 10 0 90 38,700 31,820 26 6,880

教　育
委　員
返送用

タクシー
チケット

静岡市
タクシー
事業協同
組合

0 30 0 30 0 移動用

郵券
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左のうち、
前年度から
の繰越額分

(12) 一般 教育費 教育委員会費 教育管理費 275,000

委 託 料一般 教育費 教育委員会費 教育総務費 737,800

一般 教育費 教育委員会費 教育総務費 594,000

一般 教育費 高等学校費 高等学校管理費

一般 教育費 特別支援学校費 特別支援学校管理費

一般 教育費 高等学校費 高等学校管理費 654,500

計 21,178,740 2,711,585 0

(14)

工 事

請 負 費

計 0 0 0

(16)

公有財産

購 入 費

計 0 0 0

(17)

備 品

購 入 費

計 0 0 0

(18) 一般 教育費 教育委員会費 教育管理費 1,406,600

負担金、

補助金及

び交付金

計 1,391,000 1,406,600 0

(21) 一般 教育費 教育委員会費 教育管理費 1,500,000

補 償 、

補填及び

賠 償 金

計 0 1,500,000 0

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

執行済額（円）

節名 会計 款 項 目
令和6年度 令和7年度

450,285
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        委　　　　託　　　　料　　　　に　　

当初額 変更増減額 計

 （事務関係） 円 円 円 円

事務関係計 5件

合　　　計 5件

契  約  金  額整
理
番
号

委託業務名 受託者
当  初
設計金額

1
心理調査面談分析業務
委託

（個人） 275,000 275,000 275,000

2
ヘルプデスクＬＡＮ配
線業務委託

NTT西日本株式会社
静岡支店

737,880 737,880 737,880

3
ＮＥＳネットワーク環
境構築業務委託

ＮＤＳ株式会社静岡支
店

594,000 594,000 594,000

4
アルコールチェック代
行業務委託

株式会社バディネット 442,200 442,200 10,000 452,200

5
教育委員会執務室等電
話配線委託

NTT西日本株式会社
静岡支店

654,500 654,500 654,500
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　　関　　　　す　　　　る　　　　調
（令和7年度）

円

R7.8.14

～

R7.9.8

R7.9.8

～

R7.9.30

R8.3.9

～

R8.3.31

R7.4.1

～

R8.3.31

R7.10.16

～

R7.11.15

2,711,585 

2,711,585 

契約
締結
方法

契約期間 支出年月日 金　　　額 委託業務の内容 摘　　　要

随契 R7.10.2 275,000 

令和２年度から令和６年度の心理調査面談
結果の臨床心理士の視点から分析及び不祥
事対策検討会における具体的な提言のため
の資料作成作業。

随契１号
（少額）

[単価契約]

随契 R7.10.29 737,800 
ＮＥＳヘルプデスクが西館８階から
西館７階に移転することに伴う、Ｎ
ＥＳネットワーク配線作業。

随契２号
（不適）

随契 R8.4.10 594,000 

静岡県庁西館８階に新設される給与
事務統括課執務室の設置に伴う、教
育総合ネットワークシステム環境の
構築。

随契２号
（不適）

随契 R8.4.30 450,285 
県立学校における業務時間外での自
家用車等の運転前後でのアルコール
チェックに関する電話対応。

随契１号
（少額）

[単価契約]

随契 R7.12.1 654,500 

静岡県教育委員会内のレイアウト変
更に伴う、県庁西館７・８階の執務
室及び同８階人事給与作業部屋の電
話線配線作業。

随契２号
（不適）
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整
理
番
号

負　　　　　 　担　　 　　　　金　　　　　 　支　　 　　　　出　　 　　　　調

負　担　金　名 交　　　付　　　先 負　担　根　拠

計 2件

1
全国都道府県
教育委員会

連合会分担金
全国都道府県教育委員会連合会

全国都道府県
教育委員会連合会規約

2
エネルギー

管理講習受講料
一般財団法人省エネルギーセンター

エネルギーの使用の合理化
及び非化石エネルギーへの
転換等に関する法律施行令
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円

円

負　　　　　 　担　　 　　　　金　　　　　 　支　　 　　　　出　　 　　　　調
（令和7年度）

事　　　業　　　内　　　容 負　担　金　額 支出年月日

1,406,600

国及び都道府県教育委員会相互の情報交換
教育行政、財政及び教育内容に関する調査研究
教育制度に関する検討

1,391,000 R7.4.21

エネルギー管理講習の受講料 15,600 R7.11.4
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公 有 財 産 調

（令和7年度）

（令和8年3月31日現在）

区 分

令和7年3月31日

現 在
増 減

令和8年3月31日

現 在
摘要

数量又

は面積

台 帳

価 格

数量又

は面積

台 帳

価 格

数量又

は面積

台 帳

価 格

数量又

は面積

台 帳

価 格

公有財産に準ずるもの
千円

50

千円

50

電話加入権 1件 50 1件 50
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備 品 ・ 図 書 調

（令和7年度）

（令和8年3月31日現在）

区 分

令和7年

3月31日現在
増 減

令和8年

3月31日現在

数 量 数 量 購入価格 数 量 売却価格 数 量

1-1

机類 6

(0)

0

円

0

(0)

0

円

0 6

1-2

台類 1

(0)

0 0

(0)

0 0 1

1-3

いす類 3

(0)

0 0

(0)

0 0 3

1-4

収納保管庫類 2

(0)

0 0

(0)

0 0 2

1-7

書類整理器具類 1

(0)

0 0

(0)

0 0 1

1-10

印判類 13

(0)

3 24,640

(0)

0 0 16

1-18

パーテーション 1

(0)

0 0

(0)

0 0 1

2-1

情報処理機器類 2

(3)

3 0

(0)

0 0 5

2-2

情報伝達機器類 1

(0)

0 0

(0)

0 0 1

8-1

車両類 2

(0)

0 0

(0)

0 0 2

9-1

標本美術品 2

(0)

0 0

(0)

0 0 2

50-1

図書 23

(0)

0 0

(0)

0 0 23

計
57

(3)

6 24,640

(0)

0 0 63
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主 要 備 品 調

（令和8年3月31日現在）

整理

番号

区 分
品 名・規 格 利用状況 購入年月 購入金額

大・中 小

円

1 1-18 ローパーテーション
ローパーテーション

LPX

間仕切用

（毎日）
平成31年2月 1,357,452

2 9-1 美術工芸品

書「飛」(金澤翔子氏)

揮毫作品

「縦900mm×横1800mm」

ロビー

（毎日）
令和元年7月 972,000

3 9-1 美術工芸品

書「翔」(金澤翔子氏)

揮毫作品

「縦900mm×横1800mm」

ロビー

（毎日）
令和元年7月 972,000

4 1-4 書類収納庫

移動式書庫

スリムライン

オカムラN955BM

書類収納用

（毎日）
平成5年3月 850,000

5 1-3 回転椅子
教育委員会

会議室用回転椅子

教育委員会議室

（毎日）
平成29年10月 664,200

6 1-1 テーブル
教育委員会

会議室用テーブル

教育委員会議室

（毎日）
平成29年10月 657,720

7 1-1 平机 会議用机 教育長室

（毎日）
平成元年3月 370,000

8 1-3 その他の椅子 応接セット 教育部長室

（毎日）
平成30年3月 256,500

9 50-1 第1種図書
行政法令判例集成

国家賠償損失
会議室

（年数回）
平成15年4月 252,000

10 1-1 テーブル 会議用テーブル 教育長室

（毎日）
平成28年3月 218,850

11 1-2 台 台 教育長室

（毎日）
昭和62年12月 206,500
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